※本テンプレートは注文書(商品・サービスの発注を申し込む書面)を主構成としています。民法第522条上の「申込み」として位置付けられ、取引相手の承諾(注文請書)により契約成立となります。汎用版+6用途別バリアント(物販・商品発注/業務委託・サービス発注(発注書)/継続取引基本契約個別発注/工事・修繕発注/スポット発注/インボイス対応強化)を備えています。2023年10月施行のインボイス制度(消費税法改正)・2024年1月完全義務化の電子帳簿保存法に完全対応し、適格請求書発行事業者登録番号(T+13桁)の確認欄、電子取引保存3要件(真実性・可視性・見読性)対応を装備しています。通常の注文書(単なる申込み)は印紙税不要ですが、契約書性の強い注文書(継続的取引基本契約等)は第2号文書(200円〜)・第7号文書(4,000円)として課税対象となります。電子契約による締結時は一律印紙税不要となります。

注文書
Part 1:汎用版(基本書式・物販・商品発注)

(タイトル・中央配置・大きく表示)
注文書

(右上)
	項目
	内容

	注文書番号
	[○○○○○○]

	発行日
	[YYYY年MM月DD日]



(左寄せ・注文先)
[注文先正式名称] 御中 住所:[注文先の住所] ご担当者:[ご担当者氏名] 様
(右寄せ・発行者)
[発行者会社名] 住所:[発行者の住所] 担当部署:[購買部/総務部等] 担当者:[担当者氏名] 電話:[電話番号] FAX:[FAX番号] メール:[メールアドレス] 適格請求書発行事業者登録番号:T[○○○○○○○○○○○○○]

(本文・拝啓〜敬具)
拝啓 [時候]の候、貴社ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。
下記のとおりご注文申し上げますので、ご査収のほどよろしくお願い申し上げます。本注文に対する注文請書の発行を、本注文書発行日から[7日]以内にお願い申し上げます。
敬具

記
1. 注文内容
	No
	商品名・型番
	数量
	単価(税抜)
	小計(税抜)
	消費税率

	1
	[商品名A・型番]
	[○]個
	金[○]円
	金[○]円
	10%

	2
	[商品名B・型番]
	[○]個
	金[○]円
	金[○]円
	10%

	3
	[商品名C・型番]
	[○]個
	金[○]円
	金[○]円
	8%(軽減税率)

	合計
	
	
	
	金[○]円
	


2. 金額の内訳
	項目
	金額

	小計(10%対象・税抜)
	金[金額]円

	消費税(10%)
	金[金額]円

	小計(8%対象・税抜)
	金[金額]円

	消費税(8%)
	金[金額]円

	合計金額(税込)
	金[金額]円


3. 納期・納品場所
	項目
	内容

	納期
	[YYYY年MM月DD日]

	納品場所
	[納品先住所]

	納品方法
	[配送/直接納品/委託配送等]

	受領担当者
	[担当者氏名]

	受領時間
	[平日 9:00〜17:00]


4. 支払条件
	項目
	内容

	支払方法
	銀行振込

	締切日
	毎月[末日]

	支払期日
	翌月末日

	振込手数料
	[当方/貴方]負担


5. 取引先(注文先)のインボイス制度対応確認
	項目
	内容

	適格請求書発行事業者の登録番号
	T[○○○○○○○○○○○○○]

	登録状況
	☐ 登録済み(請求書にインボイス対応) ☐ 未登録(経過措置適用)


(注:取引先の登録番号は事前にご確認の上、ご記入ください。国税庁「適格請求書発行事業者公表サイト」で照合可能です)
6. 検収条件
	項目
	内容

	検収期間
	納品から[7日]以内

	不適合品の取扱い
	検収期間内に通知の場合、無償交換または返品

	部分検収
	☐ 可 ☐ 不可


7. 特記事項・備考
[特記事項を記載・例: - 取引先指定の梱包仕様 - 検査証明書の添付 - 納品書の同封 - その他特殊条件]
8. 注文の有効期限
本注文は、本注文書発行日から[14日]以内に貴社からの承諾(注文請書)が得られない場合、その効力を失うものとする(民法第525条に基づく)。

[YYYY年MM月DD日]
(発行者署名)
[発行者会社名] 代表者(または担当者):[氏名] 印
(電子契約の場合は電子署名)

Part 2:用途別バリアント
2-1:業務委託・サービス発注版(発注書)
(タイトル・本文を以下に置換)
発注書

下記のとおり業務委託をご依頼申し上げます。本業務に対する発注請書の発行を、本発注書発行日から[7日]以内にお願い申し上げます。
1. 業務内容
	項目
	内容

	業務名
	[業務の名称・例:Webサイト制作・コンサルティング業務等]

	業務概要
	[業務内容を具体的に記載]

	成果物(該当時)
	[納品物の詳細]

	業務範囲
	[業務範囲を明示]

	業務範囲外(該当時)
	[業務範囲外を明示・「ついでに○○」防止]


2. 業務期間または納期
	項目
	内容

	業務開始日
	[YYYY年MM月DD日]

	業務終了日(または納期)
	[YYYY年MM月DD日]

	業務時間(該当時)
	[週○時間・月○時間等]


3. 業務報酬
	項目
	内容

	報酬額(税抜)
	金[金額]円

	消費税(10%)
	金[金額]円

	合計報酬(税込)
	金[金額]円

	支払時期
	業務完了および検収完了後30日以内

	支払方法
	銀行振込


4. 取引先(受託者)情報
	項目
	内容

	受託者名
	[受託者の正式名称または氏名]

	受託者の事業者属性
	☐ 法人 ☐ 個人事業主 ☐ フリーランス(特定受託事業者)

	適格請求書発行事業者登録番号
	T[○○○○○○○○○○○○○]

	フリーランス新法適用
	☐ 適用(乙が特定受託事業者の場合) ☐ 適用外


5. その他条件
[業務委託契約書とのセット運用、機密保持、著作権帰属等の条件を簡記]
2-2:継続取引基本契約に基づく個別発注版
(タイトル・本文を以下に置換)
個別注文書

[YYYY年MM月DD日]付け[継続的取引基本契約]に基づき、下記のとおり個別注文申し上げます。
1. 基本契約の特定
	項目
	内容

	基本契約名
	[継続的取引基本契約書]

	基本契約締結日
	[YYYY年MM月DD日]

	基本契約番号
	[基本契約番号]


2. 個別注文内容
(Part 1の第1項〜第8項と同じ構成)
3. 個別注文の優先関係
本個別注文書と基本契約との優先関係: - 本個別注文書に記載のない事項 → 基本契約による - 本個別注文書と基本契約が矛盾する事項 → 本個別注文書が優先
2-3:工事・修繕発注版
(タイトル・本文を以下に置換)
工事注文書

下記のとおり工事・修繕をご注文申し上げます。
1. 工事内容
	項目
	内容

	工事名
	[工事・修繕の名称]

	工事場所
	[工事場所の住所]

	工事概要
	[工事内容を具体的に記載]

	使用材料
	[指定材料の仕様]

	工法・仕様
	[工法・仕様の詳細]


2. 工期
	項目
	内容

	着工予定日
	[YYYY年MM月DD日]

	完工予定日
	[YYYY年MM月DD日]

	引渡し予定日
	[YYYY年MM月DD日]


3. 工事代金
(Part 1の第2項と同じ構成)
4. 検収条件
	項目
	内容

	検収方法
	立会い検収

	検収日
	YYYY年MM月DD日

	不適合品の取扱い
	民法第559条(契約不適合責任・準用)

	担保期間
	引渡しから1年


5. その他
	項目
	内容

	損害保険
	工事保険加入の有無

	安全管理
	受注者の責任

	廃材処理
	受注者の責任


2-4:スポット発注版(単発取引)
(タイトル・本文を以下に置換)
注文書(単発取引)

今般、貴社との初回取引として、下記のとおり単発のご注文を申し上げます。継続的な取引関係を前提としない、一回限りの取引となります。
1. 取引概要
(Part 1の第1項〜第8項と同じ構成)
2. 単発取引の特約事項
	項目
	内容

	取引形態
	単発(一回限り)

	継続取引の予定
	なし

	取引完了後の関係
	検収完了および支払完了をもって全関係終了

	個人情報の取扱い
	取引完了後、必要に応じて廃棄


Part 3:注文請書テンプレート
注文書と注文請書のセット運用により契約成立を明確化できます。

注文請書
[注文書番号]:[○○○○○○] [注文書発行日]:[YYYY年MM月DD日]

(右上)
YYYY年MM月DD日
(注文者宛先)
[注文者の正式名称] 御中 ご担当者:[ご担当者氏名] 様
(発行者・受注者)
[受注者の正式名称] 住所:[受注者の住所] ご担当:[ご担当者氏名] 電話:[電話番号] 適格請求書発行事業者登録番号:T[○○○○○○○○○○○○○]

拝啓 平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。
[YYYY年MM月DD日]付け、貴社注文書番号[○○○○○○]によるご注文を、確かに承りましたので、ここにご通知申し上げます。
ご注文の内容に関しましては、注文書記載のとおりに対応させていただきます。
何卒よろしくお願い申し上げます。
敬具
注文請書 確認事項
	項目
	内容

	注文書番号
	[○○○○○○]

	注文書発行日
	[YYYY年MM月DD日]

	注文内容
	注文書記載のとおり承諾

	納期
	YYYY年MM月DD日

	報酬・代金
	注文書記載のとおり

	その他特記事項
	[追加事項があれば記載]


以上
[YYYY年MM月DD日]
[受注者の正式名称] 代表者(または担当者):[氏名] 印
(電子契約の場合は電子署名)

Part 4:インボイス・電帳法対応ガイド
4.1 インボイス制度対応(2023年10月施行)
注文書への影響
注文書自体はインボイス(適格請求書)ではないため、直接的な変更は不要です。ただし、関連事項の確認・記載が推奨されます。
注文書での対応3項目
1. 取引先の適格請求書発行事業者状況の確認
· 取引先の登録番号(T+13桁)を確認
· 国税庁「適格請求書発行事業者公表サイト」で照合
· 注文書発行前に必ず確認
1. 注文書への登録番号の併記
· 後の請求書受領時のチェック効率化
· 取引先の状況把握
1. 未登録取引先の取扱い
· 仕入税額控除の経過措置を活用(2029年9月まで)
· 価格交渉・取引継続の判断材料
経過措置のスケジュール
	期間
	仕入税額控除の割合

	2023年10月〜2026年9月
	80%

	2026年10月〜2029年9月
	50%

	2029年10月以降
	0%(完全不可)


4.2 電子帳簿保存法対応(2024年1月完全義務化)
電子取引保存の3要件
	要件
	内容

	真実性の確保
	タイムスタンプ付与・訂正削除履歴保存・事務処理規程の備付

	可視性の確保
	検索機能(取引年月日・取引金額・取引先で検索可能)

	見読性の確保
	ディスプレイ・プリンタで明瞭出力可能


電子取引の対象
· 電子メールでやり取りした注文書(PDF添付等)
· 電子契約サービスで発行・受領した注文書
· クラウドサービス上で授受した注文書
· Webサイトからダウンロードした注文書
紙の注文書と電子注文書の取扱い
	形態
	保存方法
	義務

	紙の注文書(原本)
	紙のまま保存(従来通り)
	義務継続

	紙の注文書をスキャン保存
	任意でスキャナ保存可
	任意

	電子注文書
	電子保存が義務(電帳法対応要件)
	2024年1月から完全義務化


電子契約サービスでの自動対応
電子契約サービスを利用すれば:
· タイムスタンプ自動付与
· 検索機能完備
· 訂正・削除履歴保存
· 事務処理規程対応
など、電帳法の3要件を自動で充足します。
4.3 保管期間
	書類
	保管期間

	注文書(取引関係書類)
	7年間(法人税法・所得税法)

	注文請書
	7年間(同上)

	適格請求書(インボイス)
	7年間


赤字法人は欠損金繰越控除の関係で10年間の保管が推奨されます。

印紙税に関する注記
注文書の印紙税判定
	注文書のタイプ
	文書号数
	印紙税

	通常の注文書(単なる申込み・売買契約の場合)
	-
	原則不課税

	請負契約の成立を示す注文書
	第2号文書
	200円〜(契約金額による)

	継続的取引基本契約としての注文書
	第7号文書
	4,000円


注文請書の印紙税
	注文請書のタイプ
	文書号数
	印紙税

	売買契約の成立を示す注文請書
	-
	原則不課税

	請負契約の成立を示す注文請書
	第2号文書
	200円〜


電子契約の場合
電子契約は印紙税法上の「文書」に該当しないため、注文書・注文請書ともに印紙税は不要です。
第2号文書の印紙税額(請負契約)
	契約金額
	印紙税額

	1万円未満
	非課税

	100万円以下
	200円

	200万円以下
	400円

	300万円以下
	1,000円

	500万円以下
	2,000円

	1,000万円以下
	10,000円

	5,000万円以下
	20,000円



テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な発注は弁護士にご相談ください。
· 本テンプレートは注文書(汎用版・物販・商品発注)+6用途別バリアント(業務委託・サービス発注/継続取引基本契約個別発注/工事・修繕発注/スポット発注/インボイス対応強化)の構成です。
· 第1項の注文内容は、商品名・型番・数量・単価を明確に記載してください。曖昧な記載は後の認識相違の原因となります。
· 第2項の金額内訳で、消費税の取扱い(10%/8%軽減税率)を明示してください。インボイス制度対応として重要です。
· 第3項の納期を明確に記載してください。「○月中」等の曖昧な記載は避けてください。
· 第5項のインボイス対応確認で、取引先の適格請求書発行事業者登録番号(T+13桁)を事前確認してください。国税庁の公表サイトで照合可能です。
· 第6項の検収条件を明確化することで、不適合品時の対応を予防的に取り決めます(民法第559条・契約不適合責任)。
· 第8項の有効期限は、民法第525条(承諾期間の定めのある申込み)に基づく重要条項です。有効期限を定めない場合は「相当の期間」(民法第525条)経過まで撤回不可となります。
· 業務委託・サービス発注の場合(2-1)、フリーランス新法(2024年11月施行)対応として、受託者の事業者属性(個人事業主・フリーランス)の確認を行い、フリーランス新法適用時は報酬支払期日納品から60日以内(同法第4条)を遵守してください。
· 継続取引基本契約に基づく個別発注(2-2)では、基本契約の特定+優先関係の明示を必ず行ってください。
· 工事・修繕発注(2-3)は請負契約となるため、契約書として扱う場合は第2号文書(200円〜)の印紙税対象です。電子化なら不要です。
· 注文請書のセット運用(Part 3)により、契約成立が明確化されます。後の紛争予防のため、注文請書の取得を強く推奨します。
· インボイス制度対応(Part 4.1)として、取引先の登録番号確認・経過措置の活用を行ってください。
· 電子帳簿保存法対応(Part 4.2)として、電子で授受した注文書は電子保存が義務(2024年1月完全義務化)です。電子契約サービスを利用すれば、3要件を自動充足できます。
· 保管期間(Part 4.3)は7年間(法人税法・所得税法)です。赤字法人は10年間の保管が推奨されます。
· 印紙税:通常の注文書(売買の申込み)は原則不課税ですが、請負契約成立を示す場合は第2号文書、継続的取引基本契約としての性質を持つ場合は第7号文書として課税対象です。電子契約なら一律不要です。
· 電子契約サービス活用のメリット:印紙税ゼロ・即時発注・電子帳簿保存法対応(3要件自動充足)・インボイス連動・検索性向上・タイムスタンプによる証拠力・複数取引先への一斉発注・ペーパーレス化。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。重要な発注については、必ず弁護士・税理士のご確認をお願いします。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な発注は、弁護士・税理士等の専門家にご相談ください。
